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衆第一〇号 

   電力の取引における公正な競争の促進に関する法律案 

 （目的） 

第一条 この法律は、電気の安定供給の確保、電気の小売に係る料金の最大限の抑制並び

に電気の使用者の選択の機会の拡大及び電気事業（電気事業法（昭和三十九年法律第百

七十号）第二条第一項第十六号に規定する電気事業をいう。以下この条及び次条第一号

において同じ。）における事業機会の拡大のための電気事業に係る制度の抜本的な改革

が行われてきたにもかかわらず、電力の取引における公正な競争が確保されていないこ

とに鑑み、電力の取引における公正な競争の促進に関し、基本理念を定め、及び国の責

務を明らかにするとともに、施策の基本となる事項を定めることにより、電力の取引に

おける公正な競争の促進に関する施策を総合的かつ効果的に推進し、もって国民経済の

健全な発展と国民生活の安定に寄与することを目的とする。 

 （基本理念） 

第二条 電力の取引における公正な競争の促進に関する施策は、次に掲げる事項を基本理

念として行われるものとする。 

 一 電力の取引における公正な競争が行われる環境を整備するため、電気事業における

事業支配力の集中の解消を図ること。 

 二 電力の取引の監視及び電力の取引に係る不当な行為等の規制の機能の一層の強化を

図ること。 

 （国の責務） 

第三条 国は、前条の基本理念にのっとり、電力の取引における公正な競争の促進に関す

る施策を総合的かつ効果的に推進する責務を有する。 

 （一般送配電事業者等と発電事業者等との間の資本関係の解消） 

第四条 国は、変電、送電及び配電に係る業務の運営における中立性の確保を徹底するた

め、一般送配電事業者等（一般送配電事業者（電気事業法第二条第一項第九号に規定す

る一般送配電事業者をいう。第六条第三項において同じ。）及び送電事業者（同法第二

条第一項第十一号に規定する送電事業者をいう。）をいう。）と発電事業者（同項第十

五号に規定する発電事業者をいう。次条において同じ。）、小売電気事業者（同項第三

号に規定する小売電気事業者をいう。次条第二号において同じ。）又は特定卸供給事業

者（同項第十五号の四に規定する特定卸供給事業者をいう。）との間の資本関係の解消

について、その方策も含め検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものと

する。 

 （一定規模以上の発電事業者に対する小売電気事業との兼業制限等） 

第五条 国は、電力の卸取引における取引条件の公平性を確保するため、次に掲げる措置

を講ずるものとする。 



 一 一定規模以上の発電事業者が小売電気事業（電気事業法第二条第一項第二号に規定

する小売電気事業をいう。）を営むことを禁止すること。 

 二 一定規模以上の発電事業者と小売電気事業者との間の資本関係の解消について、そ

の方策も含め検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずること。 

 （電力の取引の監視機能の強化等） 

第六条 国は、電力・ガス取引監視等委員会の機能及び独立性を強化するため、これを中

立公正な立場で独立して事務をつかさどる独立行政委員会に改組するとともに、その人

的体制の充実強化その他の必要な措置を講ずるものとする。 

２ 国は、公正取引委員会について、電力の取引に係る私的独占の禁止及び公正取引の確

保に関する法律（昭和二十二年法律第五十四号）の規定に違反する行為への対応の強化

に資するよう、その人的体制の充実強化その他の必要な措置を講ずるものとする。 

３ 国は、電力の取引における公正な競争の促進に関する施策の実効性を確保するため、

一般送配電事業者の禁止行為等について、罰則に関する規定の整備を行うものとする。 

   附 則 

 この法律は、公布の日から施行する。 



     理 由 

 電気の安定供給の確保、電気の小売に係る料金の最大限の抑制並びに電気の使用者の選

択の機会の拡大及び電気事業における事業機会の拡大のための電気事業に係る制度の抜本

的な改革が行われてきたにもかかわらず、電力の取引における公正な競争が確保されてい

ないことに鑑み、電力の取引における公正な競争の促進に関し、基本理念を定め、及び国

の責務を明らかにするとともに、施策の基本となる事項を定める必要がある。これが、こ

の法律案を提出する理由である。 


